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あらまし：Society5.0 に向け，データを利活用した地域課題の解決策を考案できる人材（データ利活用人

材）が求められている．先行研究では，多様な背景をもつ市民がデータ利活用サービスのプロトタイプ開

発を通じて課題解決の検証を可能にする人材育成プログラム（データ利活用人材育成プログラム）を開発

した．本研究では，データ利活用人材育成プログラムのオンライン化，フィールドワーク化に向けたデー

タ利活用実験プラットフォームを提案する． 
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1. はじめに 

我々は，データ利活用による地域課題の発見，地

域課題の解決に向けたデータ利活用サービスの創出

を担う人材（データ利活用人材）の育成を目指し，

データ利活用人材育成プログラムを構築・運営して

いる(1)．解決したい地域課題を有する参加者がデー

タ利活用による地域課題解決のアイデアを検証でき

るよう，IoT（Internet of Things）に基づくスマート

シティアプリケーション構築を簡便化するプロトタ

イプ作成の手段を開発した．プロトタイプ作成手段

の充実と，地域住民による地域課題解決アイデアの

創出との間には相補的な関係が見出された．本研究

では，COVID-19 への対応や，さらなる参加者の拡

大を目指し，本プログラムのオンライン化，フィー

ルドワーク化を目指している．本稿では，これらの

教育手段の提供に向けたデータ利活用実験プラット

フォームを提案し，データ利活用人材育成プログラ

ム拡張に向けた構想を述べる． 

 

2. データ利活用実験プラットフォーム 

データ蓄積には，オープンソースである IoT デー

タ利活用プラットフォーム FIWARE(2)を用いる．

FIWARE は，実世界のモノ・コトをデータで表現す

る標準形式（NGSI データモデルと呼ぶ）を定め，

異分野のデータを統合管理する． 

 データ収集には，SINET 広域データ収集基盤を用

いる．広域データ収集基盤は国立情報学研究所が提

供する学術情報ネットワーク SINET の足回りとし

て提供されるモバイル網である(3)．各種キャリアモ

バイルで構成される仮想化ネットワークを利用する

ため通信カバー地域が広いことや SINET を経由し

た情報セキュリティの向上などが利点として挙げら

れる．広域データ収集基盤を介して IoT 共通プラッ

トフォームにデータを蓄積する仕組みを構築する． 

 

3. オンライン教育に向けたデータ利活用人

材育成プログラムの拡張 

3.1 現実に存在する地域・施設のデジタル化 

  オンラインで IoT を活用した実験を体験してもら

うために，現実に存在する地域や施設に IoT センサ

や IoT アクチュエータを設置し，それらから収集さ

れるセンサ情報や制御情報をデータ利活用実験プラ

ットフォームによって収集する． 

3.2 デジタル化された地域・施設の VR体験機能 

 収集したデータに基づいて地域・施設を再現した

仮想空間を生成する．利用者は HMD やパソコンな

どの機器を用いて仮想体験ができる．3.1 で設置した

IoT の構成要素を仮想空間上に同期し，センサ値や

制御状態などの情報を可視化する．また，実空間で

実施する施策を検討できるように，センサーオブジ

ェクトやアクチュエータオブジェクトを仮想空間に

配置する機能を提供する． 

3.3データ利活用実験のデザイン 

 3.2 で構築した仮想地域・施設において IoT の効果

を体験してもらうことを目的として，地域や施設に
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おける運営施策の効果測定を題材とする．仮想空間

における学習者と実空間における地域・施設の責任

者とが連携して仮想空間で立てた仮説を実空間で検

証可能にすることで，実験を成立させる．これらの

一連の流れをデザインした． 

 学習者は地域や施設の各箇所において誘発したい

人間の行動を定義し，それに対する運営施策を決め

る．IoT で収集可能なセンサ情報や制御可能なアク

チュエータはあらかじめ定義しておく．表１に利用

可能なセンサ・アクチュエータの例とそれらで測定

できる値や環境に与えられる効果の例を示す． 

学習者は地域・施設の課題に対する運営施策を考

え，測定したい情報やもたらしたい効果を決めて仮

想空間にオブジェクトを配置していく．例えば，あ

るキャンペーンで，施設の利用者数を増加させると

いう仮説を立てた学習者は，AI カメラセンサー・ポ

ッドを特定の箇所に設置する． 

学習者が提案する運営施策と測定手段の組み合わ

せが地域や施設の運営担当者に実験計画書として伝

わる．実験計画書には解決される課題と測定可能な

効果，測定手段の構築の仕方が記述される．運営担

当者はそれらのアイデアに基づき実際の地域・施設

で施策を試す． 

 

4. フィールドワーク型教育に向けたデータ

利活用人材育成プログラムの拡張 

4.1 まちあるきオープンデータ収集活動 

地域における有用な情報を収集し地図に落とし込

む活動をデザインする．データ利活用実験プラット

フォームにデータを集め，地域コミュニティでデー

タの利活用方法を検討してもらう．本研究では，対

象を地域減災に絞って，活動をデザインする． 

4.2 減災に役立つ情報データベース 

有事に必要な機能と代替サービスの一例を表２に

示す．1 つの機能に対して複数の代替サービスが対

応する場合もある．一方で１つの代替サービスが複

数の機能を兼ねる場合もある．表２をデータベース

で作成することで地域コミュニティの住民は減災に

役立つ情報を収集するといった活動に沿ったデータ

を簡単に登録することができる． 

4.3 まちあるきオープンデータ収集活動を基盤とす

る地域減災計画策定活動のデザイン 

まちあるきオープンデータ収集活動は主に次に示

す(1)~(3)の手順で行う： 

(1) まちあるきを通して表２の代替サービスが地域

のどこに存在するのかを収集し，モバイル端末から

登録し地図上に可視化する． 

(2) グループで議論したい「有事に実現したい機能」

を選択し，その機能を実現するための代替サービス

が地図上に表示する． 

(3) 情報収集が終わった後に，地図を見ながらグル

ープで災害発生後や避難後などのフェーズに応じて

どのような行動をとるか等行動ルールを決定する． 

表２に登録された有事に必要な機能を確保するた

めに地域コミュニティとしてどのような対応を取る

のかを各機能に関連付けて登録する．登録された内

容を基に，不足している機能の補完や他コミュニテ

ィとの連携を考慮することができる．これにより有

事に必要な機能とそれを達成するための方略が地図

上に重畳表示される．この表示を基に，地域コミュ

ニティでの減災計画を立てることができる． 

 

表１ センサ・アクチュエータと利用効果の定義 

IoT構成要素 効果 

AI カメラセンサ

ー・ポッド(1) 

機械学習で任意の物体の数を数える

ことができる 

空気品質センサ 二酸化炭素等が測定できる 

エアコン 温度を任意の値に調整できる 

パトランプ 異常の発生を利用者に知らせる 

 

表２ 有事に必要な機能と代替サービス(一例) 

有事に必要な機能 代替サービス 

断水時の水の確保 公園の蛇口 

炊き出し場所の確保 学校や公園 

家屋倒壊時の生活場所 学校や公園の場所 

食料の確保 スーパー等の店の場所 

病人や怪我人の治療 病院や AEDの場所 

 

5. おわりに 

 本研究では，データ利活用人材育成プログラムの

オンライン化，フィールドワーク化に関する構想を

示した．今後は本構想に基づき教育プログラムや支

援システムを具体化していく．実際の地域住民など

に対して教育プログラムを実践し，効果を測定する． 
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